
 

 

 

 

 

医療機関との連携方法については、「電話」が最も多く、次いで「訪問（直接面談）」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険制度の今後の課題については、「職員の人材確保」の回答が最も多く、次いで「医療と介護で生活を支える視点」

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 訪問、通所系の同一職種間の連携体制を確立する必要がある 

２） 感染症に関する正確な情報を迅速に共有できるシステムを確立する必要がある 

３） 感染予防に必要な資材を十分に確保し、有事には速やかに配布できる体制を確立する必要がある 

４） 営業を継続して良いかを決める判断基準ガイドラインの明確化 

５） 休業した事業所を利用していた高齢者に対する介護支援体制の検討 

６） 収入減となった事業所への損失補填や、休業した場合の補償策を検討して廃業する事業者が出ない 

ようにする対策の検討 

７） 介護職員への危険手当の支給や感染予防のために増加した人的、金銭的な事業所負担に対し、事業所 

への「新型コロナウイルス対策加算（仮称）」等の制度創設 

８） 事業所が介護保険制度の最大の課題としている介護人材の確保対策が必要 

９） 利用者や職員が迅速に PCR検査等を受けられるようまた体調不良の利用者や職員の診療などに 

対する近隣医療機関の支援体制を確立する必要がある 

新型コロナウイルス感染拡大時の医療介護連携に関するアンケート調査 

調査結果（介護保険制度の成果と課題・アンケートから見えて来た課題） 

④医療機関との連携方法 

⑤介護保険制度の今後の課題 

【アンケートを通じて見えてきた課題】 
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医療機関との連携方法 A 電話

B ファックス

C メール

D 訪問（直接面談）

E エイル

F その他

G 未記入
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介護保険制度の今後の課題 A 医療機関にいつでも相談・報告できる体制整備

B 同一事業所間の交流拡大

C 多職種協働によるチームケア

D ICTを活用した情報共有

E 医療と介護で生活を支える視点

F 本人の意思・意欲に基づく活動支援

G 予防の視点（フレイル、低栄養等）

H 意思決定支援(本人が望む医療・介護の選択)

I 職員の人材確保

J 職員のやりがい・自己実現

K 地域全体で支える意識の向上

L その他


